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・ 持参するもの･･添付書類については各提出先にご確認ください。

・ 持参するもの･･添付書類については各提出先にご確認ください。
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（2）雇用保険関係

・ 提出書類･････「雇用保険適用事業所設置届」

・ 提出期日･････適用事業に該当（労働者を雇用する事業を開始）した日の翌日か

ら 10日以内

・ 提出先･････事業所の所在地を管轄するハローワーク

・ 持参するもの･････ 次の①～③（②は、原則として登記事項証明書）

① 「労働保険保険関係成立届」事業主控

② 登記事項証明書、事業許可証、工事契約書、不動産契約書等

なお、事業所の所在地が登記されたものと違っている場合は、公共料金の請求

書、賃貸借契約書等の所在地が明記されている書類が別途必要です。

また、必要に応じて、事業実在の確認のため書類の追加依頼や実地調査を行う

場合があります。

③ 賃金台帳、労働者名簿、出勤簿、（タイムカード等）

・ その他の手続･･･････雇用保険被保険者資格取得届（または雇用保険被保険者転

勤届）を設置届と同時に作成し、提出してください。
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・ 持参するもの･･添付書類については各提出先にご確認ください。 
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(1)労働保険関係

・ 提出書類･････「労働保険確定保険料申告書（納付書）」

・ 提出期日･････事業を廃止した日の翌日から 50日以内

・ 提出先･･･････次の①または②のとおり

① 一元適用事業所は、黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）を、労働局、労

働基準監督署又は金融機関へ申告、納付してください。

② 二元適用事業所は、雇用保険はふじ色と赤色で印刷された申告書（納付書）を

労働局又は金融機関へ、労災保険は黒色と赤色で印刷された申告書（納付書）

を労働局、労働基準監督署又は金融機関へ、それぞれ申告、納付してください。

・ 持参するもの･･添付書類については各提出先にご確認ください。

(2)雇用保険関係

・ 提出書類･････「雇用保険適用事業所廃止届」

・ 提出期日･････廃止した日の翌日から 10日以内

・ 提出先･･･････事業所の所在地を管轄するハローワークへ提出してください。

・ 持参するもの･････登記事項証明書、閉鎖謄本、労働者名簿、出勤簿など廃止の

事実が確認できる書類

・ その他の手続き･･･雇用保険被保険者資格喪失届および雇用保険被保険者離職証

明書を同時に作成し、提出してください。

① 事業は継続しているが、雇用する被保険者が「０」になり、被保険者になる

労働者を雇用する見込みがないとき。

② 事業を休止し、再開する見込みがないとき。

以下のいずれかに該当する場合も、事業所廃止届をご提出ください！
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・ 持参するもの･･添付書類については各提出先にご確認ください。 
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ハローワーク
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ハローワーク
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ハローワーク

− 22 −



ハローワーク

Ａ 社名や事業所の所在地を変更したときは、変更のあった日の翌日から 10日以内に、「労

働保険名称、所在地等変更届」を管轄の労働基準監督署又はハローワークに、「雇用保険

事業主事業所各種変更届」を、事業所の所在地を管轄するハローワークに提出します。

（労働保険事務組合に手続きを委託されている場合には、まず労働保険事務組合にご連

絡ください。）

具体的には、

○ 一元適用事業の場合･････

はじめに移転後の所在地を管轄する労働基準監督署へ「労働保険名称、所在地等

変更届」を提出します。その後、移転後の所在地を管轄するハローワークへ、労働

保険名称所在地等変更届の控え及び確認書類等を添えて「雇用保険事業主事業所各

種変更届」を提出してください。

○ 二元適用事業の場合･････

移転後の所在地を管轄するハローワークへ「労働保険名称、所在地等変更届」、「雇

用保険事業主事業所各種変更届」を提出してください。

ハローワーク
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